令和5年度の夏季研究大会の計画にあたって
１．今年度の夏季研究大会の特徴
今年度の夏季研究大会は、感染症と旅費削減への対応が要因となり、以下のような特徴が見られた。
	№
	特　　徴
	本年の数
	昨年の数

	１
	集合開催が増えた。
	　６
	２

	２
	ライブ配信による開催が増えた。
	１３
	５

	
３
	ハイブリッド型の開催が増えた。
	１２
	２

	
	1 集合開催＋オンライン開催のハイブリッド型。
	　６
	０

	
	2 ライブ配信＋オンデマンド配信のハイブリッド型。
	　６
	２

	４
	半日開催が増えた。（集合開催とライブ配信のみのカウント）
	１２
	６










２．今後の課題
(1) ハイブリッド型開催に寄せる会員のニーズを大事にする
　①集合開催＋オンライン開催のハイブリッドは、たいへん好評で、来年度も希望する声が多い。
参加者の感想に共通するキーワードは「参加の保障」「参加方法の選択」
②オンラインのライブ＋オンデマンドによるハイブリッド型開催も含めて、参加人数の減少や会員
離れ等に歯止めをかけることができた。（まだZoom使用に不慣れな会員が多いことも一因）
③感染症と旅費の対応は、次年度の大会開催計画立案の大きな課題となる。集合開催を計画する場
合も、ライブ配信orオンデマンド配信を加えたハイブリッド型の開催を視野に入れて計画を立て
ることが、会員を大事にすることになるのでは…。
④ハイブリッド開催、特に集合開催＋ライブ配信の経費増大にどう対処するか。ライブ配信の適否
（果たしてZoom機能を生かした大会になっているか）についても協議が必要。

(2) 研究部として「参加型」の意義や必要性を明確にする
①夏季研究大会に期待や関心の高い会員は、一様に「参加型」の大会を希望している。
②集合開催でもオンライン開催でも、参加者のinteractiveな(双方向の)協議や情報交換の有無に
よって、参加希望者数や満足度が変わる。
③最初に開催方法ありきではなく、研究部のねらいや課題、参加者の満足度の高まりに迫る上で、よ
り効果的で最適の手立てとなる開催方法を選ぶことが大事である。
各研究部の計画立案のキーワードは「いかにして参加型の研究大会にするか」

参加型にこだわった開催については、参考になる取組をした研究部が複数ある。
　　例１　理科研究部、技術・家庭科研究部
　　　　・集合開催とライブ配信のハイブリット型開催。
・分科会ごとに、会場参加者とZoom参加者とをつないで協議や情報交換を行った。
　　例２　数学研究部、学校保健研究部
　　　　　・チャット機能を使って、リモート参加者の質問･意見を適宜拾い、協議に役立てた。
　　　　　・講演についても、チャット機能を使ってリモート参加者と講師の質疑応答を行った。
　　例３　事務研究部
・大会映像をDVD編集して各地区に配り、サテライトの集合開催で活用できるようにした。

(3) 研究部のねらいやこだわりに基づいた開催方法の選択・工夫を大事にする
①どんな夏季大会を目指すのか、参加者にどんな学びを提供したいのか、という大会開催のコンセプトを明確にして開催方法・内容を決めたい。
②研究部の大会への「こだわり」や「売り」が分かり、部員が期待感をもって主体的に参加できるよう、大　会案内の発信の工夫が大切。それが、実践発表者や参加者を大事にすることにつながる。
　　（例）・分科会での協議・情報交換（参加型）を大事にしたい 　→ 集会形式、ライブ配信
・講師の意向を受けて参加型・体験型の講演会にしたい 　→ 集会形式、ライブ配信
・一方通行でもいいから多くの会員に視聴してもらいたい → オンデマンド配信
・参加者の都合やペースで参加して学びを深めてほしい 　→ オンデマンド配信、紙上開催
　　　　 ・参加者の移動や手間や不安の削減を最優先したい 　　　→ オンライン開催、紙上発表
・感染症や荒天・自然災害等の影響を受けずに開催したい → オンライン開催、紙上発表

(4) 研究大会の成否を「実践発表」に置く
①番苦労している実践発表者にとってのメリット・充足感を優先した大会にしたい。
　②視聴者の感想や意見が発表者に届き、自身の実践の省察につながるようにしたい。

(5) 旅費問題に適切に対応する。
①学校配当旅費の削減の状況は、今後も継続すると思われる。
②来年度も、夏季研究大会の主要役員の旅費は、今年度のような方法（通知発送等）で、学校の希
望に応じて部費から負担したい。 
　  ③今年は研究部によって支給対象者の選定にばらつきがあった。基本は次の役員にとどめる。
1．研究部長　　2．大会実行委員長　　3．事務長　　4．大会事務局長　　5．会計担当
6．副部長　　　7．次年度の開催担当地区の役員（多くても4～5名程度）
　　　  8．実践発表者　　9．分科会司会者　　10．助言者　　11．ICT機器の操作担当者
12．その他部長が必要と認める役員
　　　 ※会場責任者、受付、案内、接待 等の役員まで支給の対象を広げない。
　  ④予算の限度があり、会場への参加者全員の旅費を部費で負担することは今後も不可能である。
ハイブリッド型開催のもつ旅費問題対応のメリットは大きい。

(6) その他の課題
①地区や学校によって開催基準日の実施、参加が厳しくなりつつある。
　  ・集会形式、ライブ配信は開催基準日に実施するが、オンデマンド配信は、配信期間を適切に設定
する。（配信期間が長くても短くても、どちらにもメリット・デメリットがある）
②ライブ配信を予定する研究部のZoom契約を静教研事務局がまとめて行えないか？
③夏季大会には直接関係ないが…
　・静教研事務局で、100人以下で使用できるZoomのアカウントを10月から5本持つ。（年単位）
・夏季大会の開催には使えないが、研究部委員研修会（年間3回）等の会合は、Zoomの貸し出しが可能になった。旅費の削減問題への対応に役立てたい。
